













Transition of renewable energy policies and vision




 Rapid growth of renewable energy in Europe and from the 2000s began. Especially in European 
countries, the limit of nuclear power generation is not the reduction of fossil fuel only be anticipation, have 
already started to walk towards 100% renewable energy. In Japan in the wake of the severe accident of 
Fukushima Daiichi Nuclear Plant of 2011 is progressing rapidly conversion to renewable energy. In this 
paper, especially feed-in tariffs (FIT) in the dissemination policy of renewable energy and the role that has 
played such as for the evaluation, while comparing the overseas and domestic, and the future status quo 
in Japan We discuss the outlook. On top of that, as the outlook to 100% renewable energy in the region, to 
discuss the efforts and possibilities to 100% renewable energy region and should aim ultimately future.
 Toward the realization of long-term 100% renewable energy, medium- and long-term introduction 
goal setting but important, such as the percentage and greenhouse gas reduction targets as a percentage 
of renewable energy, in the European countries 30% in 2020 country listed an ambitious goal that exceeds 
a certain number. In addition it has been made efforts for the realization of 100% renewable energy region 
around Germany. In doing so, not only electricity, is also important conversion to energy efficiency and 
renewable energy for heat utilization and transportation fuel. On the other hand, in Japan, it began a rapid 
growth in the center of the solar power generation by the introduction of the FIT scheme from 2012, some 
evaluation and in Fukushima Prefecture of vision and energy sustainable zone as a move towards 100% 
renewable energy. 



























が、日本国内では 10％程度のまま 1990 年代か
ら長らく推移してきた（図 1）。この世界の 2000
年以降の再生可能エネルギーの急成長に対して、















































































　2009 年には、新たな EU 指令として、気候変
動対策のための温室効果ガスの削減目標値 20％
（1990 年比）と共に、再生可能エネルギーが最終
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である 20％に対して 2013 年の実績値は 15％と
なっており、2010 年の実績値である 12.4％から





て、デンマークは 2020 年の目標値の 52％に対し





なかったが、2010 年には約 19％、2013 年には
24％と、2020 年の 30％を超える目標に対して順
調に推移している。導入が遅れていたイギリスは、




は 2020 年で約 13％程度、2030 年度の政府案で
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図 2： 国別の再生可能エネルギー電力の導入目標比率（2020 年）および導入比率（2000 年、2013 年）
* 日本は年度
（出所：EurObservʼER, EU NREAP などより作成）




は、2014 年に創設 10 周年を迎えた REN21 が
2005 年からほぼ毎年発行し、2015 年で 10 回目
となる。
　この 10 年間の再生可能エネルギーの成長は目
覚ましいものがあり、太陽光発電は 1 億 7700 万
kW に達して、2004 年から 2014 年までの 10 年
間に設備容量が約 48 倍に急増している（図 3）。
中でも 2014 年も前年に引き続き中国が、世界の
新規導入量の約 4 分の 1 を占め、世界第一位の約
1000 万 kW を導入した。日本は約 900 万 kW を
新規に導入し、約 600 万 kW 導入した米国がそ
の後に続いている。欧州では英国での 230 万 kW
の導入量が最大で、ドイツは約 190 万 kW、欧州
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全体の新規導入量でも約 700 万 kW に留まってい
る。2014 年末の累積導入量ではドイツが約 3800
万 kW で依然としてトップだが、これに中国が約
2800 万 kW、日本が約 2200 万 kW、米国が約
1800 万 kW、イタリアが約 1800 万 kW の累積
導入量で続いている状況になっている（図 4）。
　世界の風力発電は、2014 年には新規導入量
が約 5100 万 kW と過去最高を記録し、2014 年
末までには累積導入量が前年比 16％増加して、
2004 年の 4800 万 kW から 2014 年末の約 3 億
7000 万 kW と 8 倍近くも増加した 9）（図 5）。こ
の近年の風力発電の急成長では中国が大きな役割
を果たしている。中国の国内での 2014 年の風力
発電の年間導入量は 2300 万 kW に達しており、
2014 年末には導入量が累計で約 1 億 1400 万
kW と風力発電について世界一の導入国となって
いる（図 6）。風力発電の累積導入量が世界第二
位の米国では 2014 年に 480 万 kW が新規導入さ
れ、2014 年末には 6500 万 kW に達して、米国
内の総発電量の 2％以上を占めるまでになってい
る。一方、ヨーロッパ全体では年間 1200 万 kW
が新規導入され、累積設備容量が約 1 億 3400
万 kW に達した。国別の累積導入量ではドイツ
が 3900 万 kW となり、総発電量の 8％以上に達
し、太陽光と合わせた割合では 14％に達してい
る（再生可能エネルギー全体で 25.8％）。スペイ
ンの累積導入量は 2300 万 kW ですでに主力の電
源のひとつとなっている。イギリスは洋上風力





備容量については、2014 年に 170 万 kW がイギ
リスなどの欧州で新規導入され、累積導入量では
約 880 万 kW に達している。アジアでは、イン
ドの新規導入量が 230 万 kW となり、累積導入
量が約 2200 万 kW に達しているが、日本の新規














1 億 3500 万 kW の再生可能エネルギーによる発
電設備が導入され、累積の設備容量では前年から




























内の 2014 年の市場規模は前年から約 1 割増加し
て 343 億ドル（約 4 兆円）に達し、前年に引き
続き中国・米国に次ぐ世界で 3 番目の市場となっ
た。太陽光の年間導入量で世界一位となった中国
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2.4 ドイツの FIT 制度の成果と課題
　ドイツにおける再生可能エネルギー法（EEG







合が約 30％に達する見込みである 12）（図 8）。そ






























（出所：UNEP, Global Trends in Renewable Energy Investment 2015 より作成）















2011 年 7 月に EEG 法の改正が行われ（2012 年
1 月施行）。この中では、電力に占める再生可能
エネルギーの割合の目標を 2020 年までに 35％


















250 ～ 350 万 kW とし、累積の導入量が 5200 万
kW となる時点で太陽光に対する FIT 制度を終了
として大幅に改正された結果、2013 年の太陽光














　2014 年 4 月に閣議決定された日本政府の新し
い「エネルギー基本計画」は、2010 年に策定さ


































億 kWh）とされていた。その後、2015 年 1 月か
図 9：日本とドイツの太陽光発電の導入量の比較
（出所：各種データより作成）




ギー需給見通し小委員会で審議され 2015 年 7 月
に決定された「長期エネルギー需給見通し」では、
再生可能エネルギーの導入目標を 2030 年に全発



























いる。環境 NGO のネットワーク CAN-Japan で
は、気候変動目標として 2030 年までに温室効果
ガスを 40％～ 50％削減（1990 年比）すること
を求めており、再生可能エネルギーによる発電量








オでは、2030 年における年間発電量を 3,237 億
kWh としており、全発電量を現状と同レベルの





る FIT 制度は、2015 年初頭の段階で、ドイツを
始めとする 100 以上の世界の国々や地域で導入さ




比でほぼ倍増し、累積導入量は約 1400 万 kW に
達したが、2014 年度にはさらに一年間で 900 万
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　FIT 制度開始から 2015 年 3 月末までの再生可
能エネルギー発電設備の新規の設備認定は、図
11 に示すように設備容量で 8700 万 kW（移行認
定分を含まず）を超えたが、その約 94％は太陽
光発電となっている（約 51％が出力 1000kW 以
上のメガソーラー）。風力発電は約 230 万 kW、
バイオマス発電は約 200 万 kW が設備認定され
ているが、中小水力発電は約 66 万 kW、地熱発
電は約 7 万 kW に留まっている。特に海外では普
及が進んでいる風力発電の本格的な普及には、す










た設備のうち約 21％にあたる約 1880 万 kW が
2015 年 3 月末までに実際に運転を開始している
が、この制度開始前から運転していて本制度に移
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再生可能エネルギー政策の変遷と地域における 100％再生可能エネルギーへの展望








図 11：固定価格買取制度の設備認定の推移および導入量（2015 年 6 月末）
（出所：資源エネルギー庁データより筆者作成）
図 12：地域別の FIT 制度により設備認定された設備容量（2015 年 6 月末、移行認定分を含む）
（出所：資源エネルギー庁データ等より筆者作成）







































価をしているという特徴がある。2015 年 10 月現
在で、89 の 100％再生可能エネルギー地域、58
の 100％再生可能エネルギー準備地域そして 3 つ
の 100％再生可能エネルギー都市で合計 150 の
「100％再生可能エネルギー地域」が認定されて
いる 20）。これはドイツ国内の面積の約 3 割、人
口の約 3 割に相当する。この取り組みを欧州（EU）






図 13：地域別の FIT 制度により運転している設備容量（2015 年 6 月末、移行認定分を含む）
（出所：資源エネルギー庁データ等より作成）












































いる。2015 年 12 月にフランスのパリで開催さ












ン（Wolfhagen） と い う 人 口 13,500 人 の 町








ルギー協同組合 BEG が 25％を所有して市民が
明確に経営に参加している。エネルギー公社は町
の配電網を所有しており、これまで町の周辺を含
めて 2 万 kW 近い太陽光発電を導入している。そ




















　日本国内でも、3.11 から 3 年が経ち、日本
中の幾つかの地域が 100％再生可能エネルギー
を目指しはじめている。2014 年 1 月 31 日に福
島県で開催された「コミュニティパワー国際会







































　推進ビジョンでは 2011 年から 2020 年までの
期間の計画を定めており、その具体的な施策を定
めた 2013 年 2 月策定の「再生可能エネルギー先
駆けの地アクションプラン（以下「アクションプ



































　都道府県別にみると、図 14 に示すとおり 2014


































風車 3 基を導入し、民間事業者の風車 12 基と合
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